一般社団法人益田市スポーツ協会
　給与規程
一般社団法人益田市スポーツ協会
給　与　規　程
第１章　総　　則
(目　的)
第１条　この規程は、職員の給与に関する事項を定めることを目的とする。
第２章　給　　料
(給　料)
第２条  給料は、正規の勤務時間による勤務に対する報酬であって、通勤手当、時間外勤務手当、休日勤務手当並びに期末手当を除いたものとする。
(給料の決定及び昇給)
第３条  職員に支給する給料あるいは昇給については、勤務の種類に応じ、行政職給料表（一）に従い会長が決定する。
(給料の支給)
第４条  給料の計算期間（以下「給与期間」という。）は、月の１日から末日までとし、毎月20日に給料の月額を支給する。ただし、その日が職員の週休日及び休日又は金融機関の休業日（以下｢休日等日｣という。）に当たるときは、その日前において、その日に最も近い休日でない日を支給定日（以下「支給定日」という。）とする。
第５条  新たに職員になった者には、その日から新たに定められた給料を支給する。
　２　職員が離職したときは、その日までの給料を支給する。
　３　職員が死亡したときは、その日の属する月まで給料を支給する。
　４　第１項又は第２項の規定により給料を支給する場合であって、給与期間の初日から支給するとき以外のとき、又は給与期間の末日まで支給するとき以外のときは、その給料額は、その給与期間の現日数から週休日を差し引いた日数を基礎として日割りによって計算する。
(給料の減額又は減額しない場合)
第６条　職員が勤務しないときは、次の各号に掲げる場合を除くほか、その勤務しない１時間につき、第13条に規定する勤務１時間当たりの給与額（以下「勤務１時間当たりの給与額」という。）を減額した給与を支給する。　
　　(1) 服務規程第15条に規定する休暇を認められた場合
　　(2) 服務規程第６条第２項に規定する職務に専念する義務の免除に該当し、職務に専念する義務を免除され、かつ会長が給与を減額することが適正でないと認めた場合
　２　前項の減額すべき給与額は、その給与期間の分の給料に対応する額を､それぞれ次の給与期間以降の給料から差し引くものとする。ただし、退職、休暇等の場合において減額すべき給与額が、給料から差し引くことができないときは、この規定に基づくその他の未支給の給与から差し引くものとする。
　３　職員が特に承認なくして勤務しなかった時間数は、その給与期間の全時間数によって計算するものとし、その時間数に１時間未満の端数を生じた場合の取扱いは、時間外勤務の場合の例による。
　４　第１項第１号に規定する休暇の期間において、服務規程第17条第１項の規定の場合は、当該休暇の始まる月から６月間までを給料額の全額、６月間越えた12月間については８割を支給する。
　５　第１項第１号に規定する休暇の期間において、服務規程第18条第１項の規定の場合は、当該休暇の始まる月から３月間までを給料の全額、３月間を超えた６月間については７割を支給する。
(嘱託・臨時的職員等の給与)
第７条　嘱託職員、臨時的任用に係る職員及び常勤を要しない職員の給与は、この規定にかかわらず、会長が他の職員の給与との均衡を考慮して予算の範囲内で別に定めるものとする。
(休職者及び停職者の給与)
第８条　職員が休職又は停職にされたときは、会長が別段の定めをしない限り、その期間中いかなる給与も支給しない。
第３章　通勤手当
(通勤手当)
第９条　通勤手当は、次に掲げる職員に支給する。
　　(1) 通勤のため交通機関を利用して運賃を負担することを常例とする職員（交通機関などを利用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であって、交通機関などを利用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道2キロメートル未満である職員を除く）
　　(2) 通勤のため自動車その他の交通の用具で規則で定めるもの(以下「自動車等」という。)を使用することを常例とする職員(自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道2キロメートル未満である職員を除く)
(3)　通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自動車等を使用することを常例とする職員(交通機関等を利用し、又は自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であって、交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片道2キロメートル未満である職員を除く。)
　　２　前項各号に規定する通勤距離は、職員の住居から観光協会に至る経路の一般に利用し得る最短の長さによるものとする。
（通勤手当の額）
第10条　通勤手当の月額は、次の各号に揚げる職員の区分に応じて当該各号に揚げる額とする。短時間勤務職員については、その額に該当月の通勤日数を考慮し算出した額とする。（短時間勤務職員の通勤日数／一般職員の所定出勤日数）を乗じた額
（1） 前条第1項第1号に揚げる職員については、規則により算出したその者の一箇月の通勤に要する運賃の額に相当する額。（一箇月定期券の金額）
（2） 前条第1項第2号に掲げる職員については、別表「通勤手当月額表」に掲げるその者の通勤距離に対応する額。
（3） 前条第1項第3号に掲げる職員については、通勤距離、交通機関等の利用距離、自動車等の使用距離等を考慮し、規則で定める区分に応ずる運賃等相当額及び前号に掲げる額の合計額。
 　　２　前項各号に規定する額の上限は、2万円とする。
第４章　時間外勤務手当及び休日勤務手当
(時間外勤務手当)
第11条　正規の勤務時間外に勤務することを命ぜられた職員には、正規の勤務時間外に勤務した全時間に対し、勤務１時間につき、第13条に規定する勤務１時間当たりの給与額に正規の勤務時間外にした次に掲げる勤務の区分に応じた割合（その勤務が午後10時から翌日の午前５時までの間にある場合は、その割合に 100分の25を加算した割合）を乗じて得た額を時間外勤務手当として支給する。
　　(1) 正規の勤務時間が割り振られた日の勤務時間外及び週休日のうちの日曜日（以下「法定休日」という。）以外の日の勤務
           100分の 125
    (2) 法定休日の勤務
           100分の 135
　２　服務規程第14条第２項の規定により、あらかじめ週休日を他の日と振り替えることとし勤務を命ぜられた職員には、時間外勤務手当は支給しない。
(休日勤務手当)
第12条　休日において正規の勤務時間中に勤務することを命ぜられた職員には、正規の勤務時間中に勤務した全時間に対して、勤務１時間につき第13条に規定する勤務１時間当りの給与額の 100分の 125（ただし、法定休日は100分の135）を休日勤務手当として支給する。

　２　服務規程第14条第２項の規定により、あらかじめ休日を他の日と振り替えることとし勤務を命ぜられた職員には、休日勤務手当を支給しない。
　３　休日において正規の勤務時間を超えて勤務した部分に対しては、時間外勤務手当を支給する。
(勤務時間１時間当たりの給与額の算出)
第13条　勤務時間１時間当たりの給与額は、給料の月額に12を乗じ、その額を1週間の勤務時間40時間に52を乗じたもので除して得た額とする。
(時間外勤務手当、休日勤務手当の支給)
第14条　時間外勤務手当、休日勤務手当（以下「時間外勤務手当等」という｡）は、それぞれ時間外勤務及び休日勤務命令簿（様式第１号。以下「命令簿」という。）により勤務を命ぜられた職員に対して、その実際に勤務した時間について支給する。

　２　時間外勤務手当等の支給の基礎となる勤務時間数は、その給与期間の全時間数によって計算するものとする。
第15条　時間外勤務手当等は、一の給与期間の分を次の給与期間における給料の支給定日に支給する。ただし、特別の事情がある場合には、これによらないことができる。
　２　時間外勤務手当等は、前項の規定にかかわらず、職員が離職し若しくは死亡した場合には、その離職若しくは死亡した日までの分をその際に支給することができる。
第５章　期末手当
(期末手当)
第16条　期末手当は、６月１日及び12月１日（以下、この条においてこれらの日を「基準日」という。）に、それぞれ在職する職員に対して次の表の基準日欄に掲げる日の別に応じて、それぞれ支給日欄に掲げる日（これらの日が休日等に当たるときは、支給定日。）に支給する。ただし、これらの基準日前１ヶ月以内に退職し、又は死亡した職員についても同様とする。
	基準日
	支給日

	６月１日
	６月３０日

	１２月１日
	１２月１０日


　２　前項の規定により期末手当の支給を受ける職員は、同項に規定するそれぞれの基準日に在職する職員のうち、次の各号に掲げる職員以外の職員とする。
　　(1) 休職にされている職員
　　(2) 停職にされている職員
　３　期末手当支給の基礎となる職員の在職期間は、人事規程の適用を受ける職員（ただし、人事規程第８条に区分される職員を除く。）として在職した期間とする。
(期末手当の額)
第17条　期末手当の額は、それぞれの基準日現在において職員が受けるべき給料及び扶養手当の月額の合計額に､６月に支給する場合においては 100分の 187.5、12月に支給する場合においては 100分の 212.5を乗じて得た額に６ヵ月以内の期間におけるその者の在職期間の区分に応じて、次の表に定める割合を乗じて得た額とする。
	在職期間
	割合

	6ヵ月
	100分の100

	5ヵ月以上6ヵ月未満
	100分の 80

	3ヵ月以上5ヵ月未満
	100分の 60

	3ヵ月未満
	100分の 30


　
第６章　　退 職 金
(退職金の支給)
第18条　会長が職員に支給する退職年金、遺族年金、選択一時金、退職一時金及び遺族一時金の支給については、「特定退職金共済」に定めるところによる。
附　則
　この規程は、令和２年６月６日から施行する。
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別表 (第9条関係)
通勤手当月額表

	
	

	通勤距離(片道)
	月額

	2キロメートル以上3キロメートル未満
	5,300円

	5キロメートル未満
	7,200円

	7キロメートル未満
	9,500円

	9キロメートル未満
	11,800円

	12キロメートル未満
	14,100円

	15キロメートル未満
	16,400円

	18キロメートル未満
	18,600円

	18キロメートル以上
	20,000円
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